
１．令和７年度燕市一般会計補正予算（第２号）について

　（１） 補正額と財源内訳 （単位：千円）

　（２） 歳入の概要
※歳入及び歳出の概要の補正前予算額は今回補正となる科目を対象に集計してあります。 （単位：千円）

３ 寄附金 寄附金 歳出4

歳出7

歳出18、21

0 660

よりよい生き方を実践する力を育む道徳教育の
推進事業委託金

0 417

児童福祉費寄附金 1 1,030

教育費寄附金 1

委託金

社会福祉費寄附金 1 1,000

　今回の補正予算は、物価高騰の影響が長期化する中、国の交付金を活用し、市民生活や経済活動を下支えするため、燕応援フェニックスクーポ
ンを全世帯に配布するとともに、公共的なサービスを担う事業者に対し各種支援策を講じるための予算を計上します。
　また、市内小中学校のネットワーク環境整備費など当初予算編成後に生じた事由により対応が必要となった予算を計上します。

補 正 前 の 額 今 回 補 正 額

6,294 歳出14

歳出19

ＨＰＶ検査単独法導入に伴う健康管理システム
改修事業補助金

公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金 0 8,233

歳出12

関連歳出等

49,404,000

歳出20

２ 県支出金 県補助金 農地利用効率化等支援交付金 0

5,000

そ の 他 一 般 財 源

75,016

補 正 後 の 額

歳出11

補正額

生活保護適正実施推進事業費補助金 3,314 814

令和７年度燕市一般会計補正予算（第２号）の概要 議案
番号 47 資料

番号 1
企画財政課

歳出3、5、6、
9、10、13、15、
16、17

１ 国庫支出金 国庫補助金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 307,485 141,419

49,652,283

番号 科　　　　　　目 補正前予算額

財 源 内 訳

248,283 157,837 4,000 11,430

国 県 支 出 金 地 方 債
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（単位：千円）

　（３） 歳出の概要 （単位：千円）

５ 諸収入 雑入 コミュニティ助成事業助成金 0

－

番号 科　　　　　　目 補正前予算額 補正額 関連歳出等

25,989

歳出24,400

0

基金繰入金
財政調整基金繰入金

3,059,931 49,027

６ 市債

特定財源 一般財源

款
１ 項

事　業　概　要

1

総務管理費
２

担当課

地域振興課

一般財源

説明
資料担当課 特定財源

総務費

89,900

補正額

0 1,563

総務課

町内関係費

地域の交流拠点施設である自治会集会施設の改修に係る
補助金を計上します。

・集会施設建設費補助金（補助率3/10）
　　吉田春日町自治会・耐震補強工事　 　245千円
　　分水学校町自治会・外壁等工事　　 1,318千円
　

－

４ 繰入金

番号
事　業　名　等

燕・弥彦総合事務組合負担金に係る返還金

-

財源内訳 説明
資料

目 一般管理費

目

990

コミュニティ助成事業

コミュニティ助成事業助成金を活用し、自治会のエアコ
ン整備や活動備品購入に係る経費を助成します。

・コミュニティ活動助成金（補助率10/10）
　　吉田寿町自治会・エアコン、テレビ等    2,500千円
　　野本自治会・テント、冷蔵庫等　　　　　　1,900千円

0 4,400 4,400

1,563

補正前予算額

財源内訳
事　業　概　要

５

-

１
事　業　名　等

補正額

市債 デジタル活用推進事業債

0

企画費

番号

2

4,000 歳出19

補正前予算額

諸収入

（補正後基金残高 758,780千円）
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（単位：千円）

事　業　名　等
一般財源

社会福祉課

企画財政
課1

社会福祉
課・長寿
福祉課1社会福祉課

6,000

1,029

担当課

生活交通確保対策費

特定財源

車両燃料費の高騰の影響を受けているタクシー事業者等
に対し、支援金を支給します。

・タクシー事業者等燃料費支援金　　　 2,829千円
　　タクシー　：30千円× 89台
　　スワロー号：45千円×　3台
　　やひこ号　：12千円×　2台

補正前予算額

特定財源

補正額

社会福祉総務費

交通対策費７

一般財源

3 1,8002,829

番号

項１

項

企画財政
課1

都市計画
課1

事　業　名　等
事　業　概　要

企画財政
課1

社会福祉
課・長寿
福祉課1長寿福祉課

8,7206

介護サービス事業所光熱費等
支援事業

光熱費等の高騰の影響を受けている介護サービス事業所
に対し、支援金を支給します。

・介護サービス事業所光熱費等支援金
　（介護サービス事業所124事業所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　  24,520千円

0 15,80024,520

民生費

社会福祉費

３ 款

-1,000 1,000

説明
資料

都市計画課

タクシー事業者等燃料費支援
事業

0

２ 目

説明
資料担当課

番号

財源内訳 説明
資料

一般財源

１ 目

事　業　概　要

5 3,300

「社会福祉事業のために」寄附された寄附金を社会福祉
事業基金に積み立てます。

・社会福祉事業基金積立金　　　　　　 1,000千円
　（補正後基金残高　 26,457千円）

0

基金積立金

4

光熱費等の高騰の影響を受けている障がい福祉サービス
事業所に対し、支援金を支給します。

・障がい福祉サービス事業所光熱費等支援金
　（障がい福祉サービス事業所58事業所）
　　　　　　　　　　  　　　　 　　　9,300千円

0

障がい福祉サービス事業所光
熱費等支援事業

0 9,300

補正前予算額 補正額
財源内訳

事　業　名　等
事　業　概　要 補正前予算額 補正額

財源内訳

老人福祉費

番号

４ 目

担当課 特定財源

寄附金

国県支出金

国県支出金

国県支出金
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（単位：千円）

担当課 特定財源 一般財源

担当課 特定財源

10

私立児童クラブ光熱費等支援
事業

光熱費等の高騰の影響を受けている私立児童クラブに対
し、支援金を支給します。

・私立児童クラブ光熱費等支援金　    　300千円
　（児童クラブ3施設）

0 300 200 100

企画財政
課1

こども未
来課・学
校教育課

1学校教育課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料

「子育て環境の充実のために」寄附された寄附金を活用
して、保育士等の資質向上に資する研修映画の上映や各
種研修会への参加のほか、保育園・こども園の絵本、玩
具の購入に係る経費を計上します。

・保育研修費負担金　　　　　　　　　　 350千円
　（研修映画上映費用、研修会参加費）
・普通旅費　　　　　　　　　　　　 　　150千円
　（研修会参加旅費）
・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　 500千円
　（絵本200冊程度、知育玩具13個程度）

「あおい保育園の絵本購入のために」寄附された寄附金
を活用して、絵本の購入に係る経費を計上します。

・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　  30千円
　（絵本20冊程度）

18,549 1,030 1,030 0

0

４ 目 児童クラブ費

9

私立保育園等光熱費等支援事
業

光熱費等の高騰の影響を受けている私立保育園等に対
し、支援金を支給します。

・私立保育園等光熱費等支援金 　　　　2,800千円
　 （保育園7施設、こども園5施設、認可外保育施設1施設）

0 2,800 1,800 1,000

企画財政
課1

こども未
来課・学
校教育課

1
こども未来課

8

保育士等確保対策事業

市内保育園等における保育士等の人材確保や地元への定
着を図ることを目的とした修学資金貸付金の申請者が増
えていることから、貸付金を増額します。

・修学資金貸付金　　 　　　　　　　　3,960千円

　※R7当初見込者数4人　→　実績11人

2,280 3,960 -

こども未来課

3,960

一般財源
補正額補正前予算額事　業　概　要

説明
資料

２ 目 保育園費

財源内訳
番号

-

保育園運営費

こども未来課

項 児童福祉費２

7

事　業　名　等

寄附金

国県支出金

国県支出金
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（単位：千円）

　

13

廃棄物収集運搬委託事業者燃
料費支援事業

車両燃料費の高騰の影響を受けている廃棄物収集運搬委
託事業者に対し、支援金を支給します。

・廃棄物収集運搬委託事業者燃料費支援金
　（平均30千円×100台） 　　　　　   3,000千円

0 3,000 1,900 1,100

企画財政
課1

生活環境
課1

生活環境課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

12
健（検）診事業

子宮頸がん検診におけるＨＰＶ検査単独法導入に必要な
システム改修費を計上します。

・健康管理システム改修業務委託料　　   990千円

　※ＨＰＶ検査単独法とは、子宮頸部から細胞を採取し、
　　ＨＰＶ(ヒトパピローマウイルス)に感染しているか
　　どうかを調べる検査です。

２ 項 清掃費

１ 目 塵芥処理費

項 保健衛生費

４ 目 健康増進費

11
生活保護適正実施推進事業

物価高騰に対応した生活扶助基準の改定が予定されてい
ることから、必要なシステム改修費を計上します。

・生活保護システム改修業務委託料　　 1,628千円
660 1,628 814 814 -

社会福祉課

0 990 660 330 -

健康づくり課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

１

３ 項 生活保護費

１ 目 生活保護総務費

４ 款 衛生費

番号
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源
事　業　概　要 補正前予算額 補正額

事　業　名　等

国県支出金

国県支出金

国県支出金
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（単位：千円）

17
運送事業者燃料費支援事業

車両燃料費の高騰の影響を受けている運送事業者に対
し、支援金を支給します。

・運送事業者燃料費支援金　　　　 　 19,250千円
　（35千円/台、上限700千円/事業者）
・消耗品費　　　　　　　　　　　　   　 30千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　　　    20千円

0 19,300 12,500 6,800

企画財政
課1

商工振興
課1

商工振興課

16

燕応援フェニックスクーポン
発行事業

物価高騰の影響が長期化する中、市民生活や経済活動を
下支えするため、市内登録店舗で利用できる「燕応援
フェニックスクーポン券」を全世帯に配布します。

・燕応援フェニックスクーポン券利用補助金
　（4千円×31,600世帯×想定利用率92%） 116,288千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　  　 180千円
・印刷製本費　　　　　　　　　　　   2,152千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　  　 2,592千円
・クーポン券封入封緘業務委託料　　   　904千円
・人材派遣委託料　　　　　　　　　   3,956千円

0 126,072 98,819 27,253

企画財政
課1

商工振興
課2

商工振興課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

７ 款 商工費

１ 項 商工費

２ 目 商工振興費

15
土地改良区電気料支援事業

電気料の高騰の影響を受けている土地改良区に対し、支
援金を支給します。

・土地改良区電気料支援金　　　　　   4,000千円
　（土地改良区5団体）

0 4,000 2,600 1,400
企画財政

課1
農政課1

農政課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

５ 目 農地費

14

農地利用効率化等支援事業補
助金

国の補助金を活用し、経営改善に取り組む農業者等が行う
農業用機械の導入を支援するための補助金を計上します。

・農地利用効率化等支援事業補助金（補助率3/10）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,294千円
　　コンバイン導入1件　　　　　　　　4,921千円
　　薬剤散布機導入1件　　　　　　　  1,373千円

0 6,294 6,294 0 -

農政課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

６ 款 農林水産業費

１ 項 農業費

３ 目 農業振興費

国県支出金

国県支出金

国県支出金

国県支出金
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（単位：千円）

担当課

図書館管理運営費

番号 事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料特定財源 一般財源

21

「燕市立図書館の図書購入のために」寄附された寄附金
を活用して図書を購入するため、図書館指定管理委託料
を増額します。

・図書館指定管理委託料   　　　　　　　500千円

103,862 500 500

事　業　名　等

0 -

社会教育課

４ 項 社会教育費

４ 目 図書館費

20

教育指導費

吉田中学校が、国の委託事業である「よりよい生き方を
実践する道徳教育の推進事業」の採択校となったため、
道徳教育に係る外部講師派遣等の経費を計上します。

・講師謝金　　　   　　　　　　　　　　176千円
・費用弁償　　　　　　　　　　　　　　 153千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　78千円
・自動車借上料　　　　　　　　　　　　　10千円

0 417 417 0
学校教育

課2

学校教育課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

３ 目 教育指導費

19

ＩＣＴ教育推進事業

市内小中学校のネットワークアセスメントの結果を踏ま
え、通信ネットワーク環境改善に係る経費を計上しま
す。

・備品購入費　　　　　　　　　　　　17,800千円
・アクセスポイント設定等業務委託料 　6,900千円
・工事請負費　　　　　　　　　　　　 4,500千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　 680千円

0 29,880 12,233 17,647
学校教育

課1

学校教育課

18

基金積立金

「燕市立図書館の図書購入のために」寄附された寄附金
を子ども夢基金に積み立てます。

・子ども夢基金積立金　　　　　　 　　4,500千円
　（補正後基金残高　26,737千円）

0 4,500 4,500 0 -

学校教育課

番号
事　業　名　等

事　業　概　要 補正前予算額 補正額
財源内訳 説明

資料担当課 特定財源 一般財源

１０款 教育費

１ 項 教育総務費

２ 目 事務局費

寄附金

国県支出金

寄附金

8,233

4,000

国県支出金

市債

市内小中学校通信ネットワー

ク環境改善事業

（ＩＣＴ教育推進事業）

よりよい生き方を実践する力

を育む道徳教育の推進事業

（教育指導費）

- 7 -



 （４）地方債補正

（単位：千円）

デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 債

起 債 の 目 的

普通貸借

5.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金、地
方公共団体金
融機構資金等
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

25年以内（う
ち据置5年以
内）の年賦又
は半年賦と
し、元金均等
又は元利均等
の方法により
償還する。
ただし、財政
の都合により
据置期間中で
あっても繰上
償還をし、償
還年限を短縮
し、又は低利
債に借り換え
ることができ
る。

同左 同左 同左

償 還 の 方 法

変　更

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率

89,900 93,900
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燕応援フェニックスクーポン発行（第7弾）126,072千円 ※今回補正額
(1世帯当たり4千円分、全世帯31,600世帯、8月末から順次発送、使用期限は令和7年12月31日まで)

〈低所得世帯支援〉 477,785千円※予算措置済 〈子育て世帯支援〉 103,744千円※予算措置済 66,049千円 ※今回補正額

【国制度】
住民税非課税世帯臨時特別給付金支給事業

（1世帯当たり3万円を支給）
（児童1人につき2万円を加算）

学校給食費等の保護者負担軽減
（小中学校・保育園・こども園の

給食材料費価格上昇分を支援）
小中学校：1食当たり65円
 保育園  ：1食当たり50円
 こども園　：1食当たり50円

バス・タクシー等の公共交通・廃棄物運搬事業者
の車両燃料費高騰分への支援

トラック等の運送事業者の車両燃料費高騰分への支援

灯油等購入費支援給付金支給事業
（1世帯当たり5千円を支給※国制度に上乗せ）

障がい福祉サービス事業所の光熱費等高騰分への支援

介護サービス事業所の光熱費等高騰分への支援

【国制度】
定額減税補足給付金(不足額給付)支給事業

（1人当たり上限4万円を支給）

私立保育園・私立児童クラブ等の光熱費等高騰分への支援

土地改良区の電気料高騰分への支援

〈市民生活の下支え〉 〈経済活動の下支え〉

　　国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用した物価高騰支援策
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響が長期化する中、国の交付金を活用し、低所得世帯等を対象とした各種給付金の支給のほか、小中学校や保育園等の給食
費の保護者負担軽減への支援策を講じています。このたび、上記に加え、下記の通り、市民生活や経済活動を下支えするため、燕応援フェニックスクーポンを全世帯に配布すると
ともに、公共的なサービスを担う事業者に対し各種支援策を講じます。

市独自支援策分295,865千円(財源：交付金245,163千円、一般財源50,702千円)
うち今回補正額  192,121千円(財源：交付金141,419千円、一般財源50,702千円)

生活者支援 生活者支援 事業者支援

企画財政課１

R7当初予算額：103,744千円

R7.1補正予算額：35,000千円
（財源：県補助金17,500千円）

R7.1補正予算額：239,044千円

R7当初予算額：203,741千円

R7.6補正予算額：5,829千円

R7.6補正予算額：19,300千円

R7.6補正予算額：9,300千円

R7.6補正予算額：24,520千円

R7.6補正予算額：4,000千円

R7.6補正予算額：3,100千円

T0601579
タイプライターテキスト
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１　事業の概要
市内でタクシー事業を営む事業者や公営バス運行事業者に対し、保有台数に応じた支援金を支給します。

２　対象となる車両及び支援金額

３　支給時期
　 準備ができ次第早急に支給します。

公営バス
民間路線バス事業者への支援は、
生活交通確保対策事業により対応

支援金額区分

タクシー・介護タクシー等 3万円/台

スワロー号

やひこ号

4.5万円/台

1.2万円/台

主 要 事 業 説 明 資 料

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 　1,800千円
2,829

補正後予算額

都市計画課１

（単位：千円）

一般財源

2,829 1,800

補正予算額
財源内訳
地方債国庫支出金タクシー事業者等燃料費支援事業 新規 その他

備考

都市整備部　都市計画課

戦　 　略 人口戦略を支える都市環境の整備

事業費内訳

タクシー事業者等燃料費支援金　2,829千円

　タクシー　：30千円× 89台　＝　2,670千円
　スワロー号：45千円×  3台　＝　　135千円
　やひこ号　：12千円×　2台　＝　　 24千円

期待される効果
タクシー事業者や公営バス運行事業者の安定した事業継続を
図ります。

担当課

特定財源の内訳

施　　策 公共交通の利便性向上

一般乗用旅客自動車運送事業用車両
　（緑・黒ナンバー）事業概要

補正理由

持続可能な都市基盤の構築

事業名

1,029

車両燃料費高騰の影響が長期化する中、タクシー事業者や公
営バス運行事業者の負担軽減を図るため

県支出金

総
合
計
画

基本方針
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１　事業の概要
　廃棄物収集運搬委託事業者に対し、車両燃料の使用量に応じて、価格高騰相当分の支援金を支給します。

２　対象となる事業者および支援金額

３　支給時期
準備ができ次第早急に支給します。

主 要 事 業 説 明 資 料 生活環境課１

（単位：千円）

事業名
廃棄物収集運搬委託事業者燃料費支援事
業

新規
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,000 1,900 1,100

特定財源の内訳

施　　策 良好な生活環境の保全

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　　1,900千円
3,000

補正理由
車両燃料費高騰の影響が長期化する中、廃棄物収集運搬委託
事業者の負担軽減を図るため

総
合
計
画

戦　 　略 人口戦略を支える都市環境の整備

基本方針 安全で安心して暮らせるまちづくり
補正後予算額

車両台数

80台

20台

支援金額

事業概要 平均　3万円/台
（事業者の燃料使用量に応じて、支援金額が変動）

支給対象者 対象者数

①一般廃棄物収集運搬委託事業者 6事業者

②し尿収集運搬委託事業者 6事業者

事業費内訳
・廃棄物収集運搬委託事業者燃料費支援金　3,000千円
　　30千円 × 100台 ＝ 3,000千円

期待される効果 廃棄物収集運搬委託事業者の安定した事業継続を図ります。

担当課 市民生活部　生活環境課
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商工振興課１

一般財源

商工業の活性化

19,300

主 要 事 業 説 明 資 料

車両燃料費高騰の影響が長期化する中、市内産業のサプライチェー
ンの根幹を担っている運送事業者の負担軽減を図るため

特定財源の内訳

定住人口戦略

（単位：千円）

12,500

財源内訳
地方債国庫支出金 県支出金

補正予算額

施　　策

6,800戦　 　略

事業名 運送事業者燃料費支援事業 新規

総
合
計
画

基本方針

19,300

その他

活力ある産業の振興
補正後予算額

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　12,500千円
補正理由

事業概要

事業費内訳

・運送事業者燃料費支援金　 19,250千円
　　35千円×550台＝19,250千円
・消耗品費　　　　　　　　　　 30千円
・通信運搬費　　　　　　　　　 20千円

期待される効果
市内産業のサプライチェーンの根幹を担う運送事業者の安
定した事業継続を図ります。

担当課 産業振興部　商工振興課

支援対象事業者

支援単価

支援上限

支援対象車両

「登録年月日」 令和7年6月30日以前

「自動車の種別」 普通自動車又は小型自動車（軽自動車は対象外）

「用途」 貨物又は特殊

「自家用・事業用の別」 事業用

「使用者の氏名又は名称」 申請者と同一

「使用の本拠の位置」 燕市内

支援対象事業者数

自動車検査証記載事項

（支援対象車両の要件）

 46事業者

市内に本社・支店・営業所等を有する中小の 一般貨物自動車運送事業者

1台あたり3.5万円

1事業者あたり700千円（上限：20台）

一般貨物自動車運送事業用車両（霊きゅう車、被牽引車(トレーラー)を除く）
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　サービス種別ごとに支援金額を設定し、光熱費等の高騰相当分を支援します。

　1．対象経費 4．サービス種別ごとの支援金額（1施設あたり）

電気、ガス、ガソリン、軽油、灯油 ≪障がい福祉サービス事業所≫ ≪介護サービス事業所≫

　2．対象事業所数

・障がい福祉サービス事業所

58事業所

・介護サービス事業所　

124事業所

　3．支給時期

　　　準備ができ次第、早急に支給
居住系

訪問系

通所系

その他事業所(※)

※福祉用具貸与又は販売、居宅介護支援
　 又は介護予防支援

施設数

一般財源その他

12,020

18

25

9

9

8

10

3

25

地域密着型

サービス種別

訪問系

通所系

小規模多機能

定員20人以下 4 32万円

13

有料老人ホーム

サービス種別 施設数

居宅介護等

就労定着支援等

定員41人以上

定員40人以下

（空床型は7万円）

84万円

2

1

7

相談系 6

5

3

1

33

7万円

14万円

14万円

事業費内訳
・障がい福祉サービス事業所光熱費等支援金　  9,300千円
・介護サービス事業所光熱費等支援金 　　　　　24,520千円

期待される効果 障がい福祉・介護サービス事業所の安定した事業継続を図ります。

担当課 健康福祉部　社会福祉課・長寿福祉課

支援金額

14万円

14万円

7万円

21万円

14万円

21万円
事業概要

広域型
入所系

グループホーム

21万円

5.6万円

56万円

35万円

24.5万円

定員60人以下

定員21人以上

支援金額

24.5万円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　 21,800千円

特定財源の内訳

21,800

短期入所系

施　　策 -

33,820
補正理由

光熱費等の高騰の影響を受けている障がい福祉・介護
サービス事業所の負担軽減を図るため

総
合
計
画

戦　 　略 定住人口戦略

基本方針 健やかに暮らせる医療福祉の充実

補正後予算額

33,820

入所系

主 要 事 業 説 明 資 料 社会福祉課・長寿福祉課１

（単位：千円）

事業名
障がい福祉・介護サービス事業所光熱
費等支援事業

新規
補正予算額

財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債

-13-



　在籍人数ごとに支援金額を設定し、光熱費等の高騰相当分を支援します。

１．対象経費 ４．支援金額（1施設あたり）

　電気、ガス、ガソリン、軽油、灯油

２．対象施設数

　私立保育園等（7施設）

　私立こども園（5施設）

　認可外保育施設（1施設）

　私立児童クラブ（3施設）

３．支給時期

　準備ができ次第、早急に支給

4

5

私立児童クラブ

私立保育園等

私立こども園

認可外保育施設

施設種別

－

151人以上

101人～150人以下

51人～100人以下

～50人以下

在籍人数

事業名
私立保育園等光熱費等支援事業
私立児童クラブ光熱費等支援事業

新規
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,100 1,100

施設数

主 要 事 業 説 明 資 料 こども未来課・学校教育課１

（単位：千円）

補正後予算額
特定財源の内訳

施　　策 子育て支援の充実

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　　2,000千円
3,100

補正理由
光熱費等の高騰の影響が長期化する中、私立保育園等
の負担軽減を図るため

総
合
計
画

戦　 　略 定住人口戦略

基本方針 次代につなぐ教育の推進・子育て支援

2,000

30万円

10万円

支援金額

事業費内訳
 私立保育園等光熱費等支援金　　2,800千円
 私立児童クラブ光熱費等支援金　　 300千円

期待される効果 私立保育園等の安定した事業継続を図ります。

担当課 こども政策部　こども未来課、教育委員会　学校教育課

事業概要

20万円

10万円

40万円

3

3

1
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　　土地改良区に対し、管理施設における電気料金の高騰分を市が10％支援します。
　　　 ※R6.4 ～R6.9月は、国から高騰分の70％、県から高騰分の10％(市同額)を支援。

※R6.10～R7.3月は、県から高騰分の10％(市同額)を支援。
　　　
　　　【対象者】

　・市内農業水利施設を管理している土地改良区（5団体）

　　　【対象期間】
　・令和6年4月から令和7年3月の間における電気料高騰分

　　　【対象施設数】
　・土地改良区管理施設　計120施設

　 都道府県知事の認可を受けたもの。

補正後予算額

事業費内訳
・土地改良区電気料支援金　4,000千円
［電気料金高騰分40,000千円×10%＝4,000千円(5団体)］

期待される効果

※土地改良区とは、農業用水等を管理する団体であり、

土地改良区を支援することで、組合員である農業者の負担軽減
に繋がり、安定した事業継続を図ります。

担当課 産業振興部　農政課

1,400

事業概要

特定財源の内訳

施　　策 農業の振興

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　   2,600千円
4,000

補正理由
電気料高騰の影響が長期化する中、土地改良区を支援するこ
とで、組合員である農業者の負担軽減を図るため

総
合
計
画

戦　 　略 定住人口戦略

基本方針 活力ある産業の振興

主 要 事 業 説 明 資 料 農政課１

（単位：千円）

事業名 土地改良区電気料支援事業 新規
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

4,000 2,600

土地改良区負担（80％）

県支援（10％）

市支援（10％）

高騰前の
電気料金

高騰前の
電気料金

土地改良区負担（10％）

県支援（10％）

市支援（10％）

国支援（70％）

電
気
料
高
騰
分

R6.4～R6.9 R6.10～R7.3

以下の通り、対象期間に応じて割合が異なります。
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  8月下旬から順次発送予定

　会計1,000円（税込）につき１枚使用可能

　令和7年12月31日まで

　募集期間：令和7年7月1日～7月14日  　　　【登録店舗】
  ※登録店舗一覧表については、クーポン券に同封して発送します。

事業費内訳

・燕応援フェニックスクーポン券利用補助金　 116,288 千円
・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　　　   180 千円
・印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　　　 2,152 千円
・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　　 2,592 千円
・クーポン券封入封緘作業業務委託料　　　　　   904 千円
・人材派遣委託料　　　　　　　　　　　　　　 3,956 千円

期待される効果
市民の消費意欲が高まり、市内飲食店、小売店、サービス業
店での消費を促すことで経済活動の活性化を図ります。

担当課 産業振興部　商工振興課

事業概要

　　　市内飲食店等で使用できる「燕応援フェニックスクーポン券（第７弾）」を発行します。

　　　【クーポン】 　一世帯当たり、500円の割引券×8枚（4,000円分）

　　　【配布方法】　郵送　（7月31日時点で燕市に住民登録されている世帯主あて）

　　　【郵送時期】

　　　【使用方法】

　　　【使用期限】

特定財源の内訳

施　　策 商工業の活性化
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 　98,819千円

126,072
補正理由

エネルギー価格や食料品等の物価が高騰する中、影響を受けている
市民や事業者を早急に支援するため

総
合
計
画

戦　 　略 定住人口戦略

基本方針 活力ある産業の振興
補正後予算額

地方債 その他 一般財源

126,072 98,819 27,253

主 要 事 業 説 明 資 料 商工振興課２

（単位：千円）

事業名 燕応援フェニックスクーポン発行事業（第７弾） 新規
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金

【サンプル】
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　本事業は、デジタル教科書やCBT(WEB試験)の導入が進む中、小中学生がICT学習端末を快適に利用できるよう、国の交付金や有利な起債を活
用し、国が示すネットワーク速度を全ての市内小中学校で確保するなど校内通信ネットワーク環境を改善し、教育の質の向上に繋げるものです。

対象校

アクセス
ポイント

ネットワーク
速度、通信量

右記表の
とおり

・燕市ネットワーク整備計画に記載の「国が
示すネットワーク速度を確保できていない学
校」もしくは「児童・生徒数300人以上の規模
の学校」については、LANを増設（9校）

・H28以前に整備した機種については、高速
ローミングが可能となる機種に更新

市内全
小中学校

事業費内訳

①備品購入費(アクセスポイント156台購入)　17,800千円
②アクセスポイント設定等業務委託料　　 　 6,900千円
③工事請負費(LAN増設工事)　　　　         4,500千円
④通信運搬費(月額10,780円×7カ月×9回線)　　680千円

期待される効果 市内小中学校のネットワーク環境の改善を図ります。

担当課 教育委員会　学校教育課

事業概要

アクセス
ポイント

ネットワーク
速度、通信量

市内全
小中学校

燕中，燕西小，

吉田中，分水小

項目 調査校 アセスメント結果の概要

・H28以前に整備した機種については、通信
を安定させるための機能(無線通信公平化
機能)が不足

・児童生徒数や授業内容によって大きく左右
されるが、一部の学校で国が示すネットワー
ク速度を確保できていない時間帯がある
・同時接続数が増えると、LANの容量不足に
より遅延が発生

項目 整備方針

4,000 17,647

特定財源の内訳

施　　策 教育の充実
・公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金  　8,233千円
・デジタル活用推進事業債　        　　　　　　　　　  　 4,000千円29,880補正理由

令和6年度12月補正で実施した市内小中学校のネットワークアセスメン
トの結果を踏まえ、夏休み期間中に、市内小中学校の通信ネットワーク
環境を改善するため

総
合
計
画

戦　 　略 定住人口戦略

基本方針 次代につなぐ教育の推進・子育て支援
補正後予算額

主 要 事 業 説 明 資 料 学校教育課１
（単位：千円）

事業名
市内小中学校通信ネットワーク環境改善事業
（ICT教育推進事業）

新規 補正予算額
財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

29,880 8,233

１.ネットワークアセスメント結果の概要 ３.学校ごとの整備内容及び事業費内訳

２.今後の整備方針

現行 整備後

燕東小学校 205 22 7 1,100 - - -

燕西小学校 592 40 12 1,900 ● ● 2 3 500

燕南小学校 248 25 5 800 - - -

燕北小学校 117 20 4 630 - - -

小池小学校 214 23 7 1,100 - - -

大関小学校 118 16 4 630 - - -

小中川小学校 325 28 10 1,600 - ● 2 3 500

粟生津小学校 84 20 4 630 - - -

吉田小学校 383 35 7 1,100 ● ● 2 3 500

吉田南小学校 439 36 1 200 - ● 2 3 500

吉田北小学校 186 24 7 1,100 ● - 2 3 500

分水北小学校 89 18 4 630 - - -

分水小学校 378 30 10 1,600 ● ● 2 3 500

島上小学校 70 19 4 630 - - -

燕中学校 556 41 19 3,050 - ● 2 3 500

小池中学校 191 24 9 1,400 - - -

燕北中学校 157 23 9 1,400 - - -

吉田中学校 572 44 21 3,300 ● ● 2 3 500

分水中学校 303 33 12 1,900 - ● 2 3 500

5,227 521 156 24,700 8,233 33 42 4,500 4,000

①＋② ③

9回線増設

市内小中学校
児童・
生徒数
（人）

アクセスポイントの更新 LANの増設工事

うち
更新数

概算事業費
(千円)

現行
設置数

特定財源
（千円）

特定財源
（千円）

公立学校情報
機器活用支援
体制整備費補

助金

補助率1/3
1校あたり

上限2,400千円

※ネットワークア
セスメントの実施

が補助要件

2

デジタル活用
推進事業債

充当率90％
交付税措置50％

※アクセスポイン
トについては、デ
ジタル活用推進
事業債の対象外

2

1

2

1

1

回線数

1

1

2

2

概算事業費
(千円)

NW
速度
不足

生徒数
300人
以上

T0601579
タイプライターテキスト
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主 要 事 業 説 明 資 料 学校教育課２

（単位：千円）

事業名
よりよい生き方を実践する力を育む道徳教
育の推進事業（教育指導費）

新規
補正予算額

財源内訳
国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

417 417

特定財源の内訳

施　　策 教育の充実
よりよい生き方を実践する力を育む道徳教育の推進事業委託金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　417千円417

補正理由
吉田中学校が、国の委託事業である「よりよい生き方を実践す
る道徳教育の推進事業」の採択校となったため

総
合
計
画

戦　 　略 定住人口戦略

基本方針 次代につなぐ教育の推進・子育て支援
補正後予算額

事業概要

事業費内訳
・外部講師謝金　　　　　　　　　　   　　176千円
・旅費、自動車借上料(先進地視察等) 　    163千円
・消耗品費(コピー用紙等)　　　　　   　   78千円

期待される効果
生徒の主体的な課題発見、解決を促し、主体的な道徳的な学びの
育成が期待できます。

担当課 教育委員会　学校教育課

１．事業内容

【対 象】 吉田中学校の１～３年生（※吉田中学校のほか、上越市の小学校1校が対象）

【活動内容】 ①外部講師等を活用した道徳学習
・県外視察の実施（首都圏の附属中学校等を想定）

・外部講師による示範授業や授業支援（教育支援を行っている民間団体等を想定） 等

②家庭や地域と連携した道徳学習
・「考え、議論する道徳」を保護者や地域住民等に周知
・道徳学習の公開授業（保護者や地域住民参加型）を実施 等

【成果報告】 ・「燕の学校教育・研修成果等報告会」にて学習成果を報告
・新潟県教育委員会に成果報告書を提出
（県教育支援システムを通じて全県に学習成果を周知）

２．スケジュール

公開授業イメージ
（※文科省：道徳教育アーカイブより）

1学期 2学期 3学期

県外先進地の視察等
外部講師による示範授業や授業支
援、公開授業等

・燕の学校教育・研修成果等報告会（R8.1月予定）
・県に学習成果を報告

-18-




